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 本委託事業の事業目的は以下の通り。
 女性の活躍は、少子高齢化が進む我が国における就労人口の維持のみならず、企業の競争力強化の観点

からも不可欠であり、男女共同参画社会の実現に向け、さらなる推進が求められている。
 また、男女共同参画社会の実現に向け、政府が2003年に掲げた「社会のあらゆる分野において、2020

年までに指導的地位に占める女性の割合が、少なくとも30％程度となるよう期待する」という目標は、
経済分野においては進捗が遅れている。経済分野における女性の活躍は、企業の競争力強化の観点から
も不可欠であり、さらなる対応が求められている。

 これらへの対応加速のため、企業における女性活躍をさらに促進する施策として、「なでしこ銘柄」等
の選定及び女性リーダー研修「Women’s Initiative for Leadership、略称:WIL」を実施する。

 本年度の各事業概要
 「なでしこ銘柄」は、平成24年度から11年間、経済産業省と株式会社東京証券取引所が共同で選定し

ており、女性活躍推進に優れた上場企業を「中⾧期の企業価値向上」を重視する投資家にとって魅力あ
る銘柄として紹介することを通じ、そうした企業に対する投資家の関心を一層高め、各社の取組み加速
化を狙いとして実施してきた。今後は、我が国の少子化問題を踏まえ、企業における男女問わず働きや
すい環境整備を促進するため、銘柄とは別途、男女問わず働きやすい環境整備（以下、働きやすさ）に
優れた企業の選定枠を新設して実施した（第１章～第４章にて詳細）。

 取締役をはじめとする指導的地位に占める女性の割合向上のため、経済産業省では、民間企業の部⾧級
を中心とした管理職女性を対象にした女性リーダー研修「Women’s Initiative for Leadership、略
称:WIL」を平成27年より実施し、「政府関係者・企業経営者等よる勉強会」「グループ別政策研
究」を通して経営者に必要な知見の習得・人的ネットワーク構築の機会を提供してきた。令和5年度は、
これまでに得られた知見を生かしつつ、研修の実施、効果の分析等を行った（第５章にて詳細）。

令和５年度産業経済研究委託事業の目的
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1. 令和5年度「なでしこ銘柄」選定事業趣旨
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今年度「なでしこ銘柄」選定・普及事業の実施背景と目的
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今年度「なでしこ銘柄」選定・普及事業は以下の背景を踏まえ、実施した。
【予測困難な時代におけるダイバーシティ経営の重要性】
事業環境が急激に変化する予測困難な時代において、多様な人材がその能力を最大限発揮し企業価値創
造につなげるダイバーシティ経営が多くの企業で実践されている。
このような潮流は、人的資本やサステナビリティを意識した経営の取組みと、その情報公開への注目か
らも今後さらに強まっていくと予想される。
実際に、国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）では気候変動に関する報告基準を2023年に公開し
ており、今後、人的資本や人権に対する報告基準を策定予定と発表している。
また、我が国においても、令和５年１月の「企業内容等の開示に関する内閣府令」の改正により、有価
証券報告書における「女性管理職比率」「男女間賃金格差」「男性育児休業取得率」の公表が義務づけ
られた。

【「なでしこ銘柄」選定・普及事業の取組み】
「なでしこ銘柄」選定・普及事業は、女性活躍推進に優れた上場企業を「中⾧期の企業価値向上」を重
視する投資家にとって魅力ある銘柄として紹介することで、企業への投資を促進し、各社の取組みを加
速化していくことを狙いとし、経済産業省と東京証券取引所が共同で平成２４年度より実施している。
上記の国際的な動向を踏まえ、令和４年度は、経営戦略と女性活躍を含む人材戦略の結びつきを重視す
るとともに、非財務情報開示を促進することを目指したリニューアルを行った。
令和５年度は、上記コンセプトを引き継ぎつつ、「共働き・共育て支援（男女問わない両立支援）」に
関する項目を拡充するとともに、「Nextなでしこ 共働き・共育て支援企業」を新たに選定することと
した。



 共働き・共育て支援（男女問わない両立支援）に関する項目を評価対象として拡充
 企業価値向上につながる女性活躍のためには、「採用から登用までの一貫したキャリア形成支援」と

「共働き・共育てを可能にする男女問わない両立支援」を両輪で進めることが不可欠。
 特に企業の両立支援については、利用者が女性に偏るような制度となっている場合、家事やライフイベ

ント（出産・育児等）と仕事の両立の負担が女性に偏り、女性活躍に結びつかないこともある。そのた
め、男女問わずに希望する人が活用しやすい制度設計にすることが重要。

 そこで、今年度より「共働き・共育てを可能にする男女問わない両立支援」を「なでしこ銘柄」の評価
対象として拡充した。

 「Nextなでしこ 共働き・共育て支援企業」の選定
 「共働き・共育て支援（男女問わない両立支援）」に関する取組が特に優れた上場企業を、新たに

「Next なでしこ 共働き・共育て支援企業」として選定した。

今年度事業の特徴
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令和５年度の「なでしこ銘柄」選定・普及事業は下記の点をリニューアルし、実施した。



「Nextなでしこ 共働き・共育て支援企業」について
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 女性活躍推進に向け、「共働き・共育て」を可能にする男女問わない両立支援を行っているかを重
視する
 前提として、希望する働き方やライフイベントは人によって様々で、どんな選択も尊重されるべきであるが、
出産・育児等を希望する女性のキャリアの中断は、女性活躍が進まない要因の１つとなっている。

 その解消のためには、 前述の通り、キャリア形成支援と両輪で、「共働き・共育て」を可能にする男女問わ
ない両立支援の取組を進める必要がある※ 。このため、こうした取組を行う企業を「Nextなでしこ 共働き・
共育て支援企業」として令和5年度から新たに選定する。

 企業価値向上につながる女性活躍のためには、共働き・共育て支援（両立支援）のみならず、キャリア形
成支援も両輪で行う必要があるため、キャリア形成支援についても一定程度評価の対象とする。

 「共働き・共育て」の選択がしやすい企業は、全ての従業員にとって働きやすい企業である
 「共働き・共育て」の選択がしやすい企業は、「共働き・共育て」という選択に限らず、自分が望む働き方
を選択できる、働きやすい企業でもある。

 共働き・共育てに特化した支援のみならず、全ての従業員が働きやすい環境づくりや、全ての従業員が自
律的にキャリアを形成しやすい環境づくりもあわせて行っていることを評価対象とする。

※【共働き・共育て社会の実現に向けた取組の加速】
・令和5年6月「こども未来戦略方針」において、令和7年までに男性の育児休業取得率50％へと数値目標が引き上げられ、各家庭・個人のライフイベ
ントに合わせた働きやすさの改善への取組が加速している。
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kodomo mirai/pdf/kakugikettei 20230613.pdf
・令和5年6月「女性版骨太の方針2023」おいても「男女ともに希望に応じてキャリア形成できる社会の実現」に向けた取組強化が求められている。
https://www.gender.go.jp/policy/sokushin/pdf/sokushin/jyuten2023 honbun.pdf

今年度「Nextなでしこ 共働き・共育て支援企業」の選定を新設し、以下の概要にて20社程度の選定として実施した。

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kodomo_mirai/pdf/kakugikettei_20230613.pdf
https://www.gender.go.jp/policy/sokushin/pdf/sokushin/jyuten2023_honbun.pdf


今年度事業の実施内容
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 令和５年度は、女性活躍に関して優れた取組を行う企業が適切に資本市場から評価されるよう、「なでしこ
銘柄」の選定枠を見直し、 18業種から1業種の上限は2社として、27社の選定を行った。

 「Nextなでしこ 共働き・共育て支援企業」については、16社（1業種の上限は2社）選定を行った。



 なでしこ銘柄選定基準等検討委員会を以下のメンバーにて構成した。今年度から佐藤博樹委員に座⾧に就任
いただき、武石委員に新たにご参画いただいた。

委員会の設置・運営、運営委員

9

（五十音順、敬称略）



2. 調査・選定の実施
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調査票及び回答方法
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2.なでしこ
銘柄のみ

3.共働き・共育て
支援企業のみ

応募パターン

※３

※１:設問数については、調査票における設問番号X.Xを１問としてカウント。
※２:共働き・共育て支援企業の選定においては、②をより重点的に評価
※３:最終的に企業価値向上につながる女性活躍のためには、共働き・共育て支援（両立支援）のみならず、キャリア形成支援も両輪で行う必要がある

ため、回答は必須とした。

※２

①キャリア形成支援の
推進状況に関する項目

（定量）
15問※１

a.なでしこ銘柄／共働き・共育て支援企業
共通調査票

（Excel調査票）

④経営戦略と紐付いた
女性活躍に向けた取組

（定性・記述式）
6問・4,700字

③経営戦略と紐付いた
共働き・共育て（両立支援）

に向けた取組
（定性・選択式）

7問

②共働き・共育て
（両立支援）の

推進状況に関する項目
（定量）

8問

b.なでしこ銘柄
調査票

（Word調査票）

 調査票構成と回答対象は、経済産業省と相談の上、以下のとおり設計した。下記のとおり設計した。

〇 〇 〇 〇

〇
※２

〇 〇 〇

〇 〇 〇 ー

1.両方



調査票の設計
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 応募に際しては「女性活躍度調査」への回答が必要となります。「女性活躍度調査」は、「共通踏
査表」と「なでしこ銘柄調査票」の2種類から構成されます。

 共通調査票として、なでしこ銘柄、Nextなでしこ 共働き・共育て支援企業に応募する全ての企業
が回答する調査票を設計した。

 なでしこ銘柄調査票としてなでしこ銘柄に応募する企業のみが回答する調査票を設計した。
 それぞれの調査票は別添のとおり。



定量項目（共通調査票）
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（※１）比率については調査票上で自動計算される。そのため、各社の公表データと必ずしも一致しない場合がある。
（※２）「役員に占める女性の割合」は、女性取締役・女性監査役・女性執行役（指名委員会等設置会社の場合のみ該当）の比率を自動

計算した値。

【凡例:調査票に対応】
スクリーニング項目:●
スコアリング項目:〇
結果公表項目:★

 定量項目を以下の表の通り設計し、共通調査票とした。



定量項目（共通調査票）
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【凡例:調査票に対応】
スクリーニング項目:●
スコアリング項目:〇
結果公表項目:★



定量項目（共通調査票）
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【凡例:調査票に対応】
スクリーニング項目:●
スコアリング項目:〇
結果公表項目:★



定量項目（共通調査票）
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（※）比率については調査票上で自動計算されます。そのため、各社の公表データと必ずしも一致しない場合がある。

【凡例:調査票に対応】
スクリーニング項目:●
スコアリング項目:〇
結果公表項目:★



定性・選択式項目（共通調査票）
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 経営戦略と紐付いた共働き・共育て（両立支援）に関する取組の実施状況について、今年度新たに下記項目を追
加した（定性・選択式）。設問の詳細については以下URL参照。
https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/diversity/R5tyousahyou a rev.pdf 【凡例:調査票に対応】

スクリーニング項目:●
スコアリング項目:〇
結果公表項目:★

https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/diversity/R5tyousahyou_a_rev.pdf


定性・記述式項目（なでしこ銘柄調査票）
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 なでしこ銘柄調査票は自社の女性活躍推進の取組みやその成果を簡潔に説明いただく調査票。以下の質問で
構成。



選定方法の設計
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応募

スクリーニング

対象: 全上場企業 約3,900社
令和5年9月27日付において

プライム市場・スタンダード市場・グロース市場に
上場している全ての企業（外国株を含む）

応募企業

審査

審査対象企業 下記の調査票の回答内容について審査を行った。

【なでしこ銘柄】
a.共通調査票(Excel)、b.なでしこ銘柄調査票(Word)

【Nextなでしこ 共働き・共育て支援企業】
a.共通調査票(Excel)

＜注意事項＞
①法令遵守状況その他社会通念に照らしてふさわしくないと判断される場合
には、選定されない。

②選定後に、女性活躍に関するスコアの前提となった情報や法令遵守状況に
関する情報が虚偽であったことが判明した場合や、法令遵守状況その他社
会通念に照らしてふさわしくないと判断される事実が生じた場合には、選
定を取り消すことがある。

なでしこ銘柄
27社

（18業種、1業種の上限は2社）

Nextなでしこ
共働き・共育て支援企業

16社
（1業種の上限は2社）

「なでしこ銘柄」、「共働き・共育て支援企業」共通

応募対象により異なる

【回答必須項目】
• 全ての企業の回答が必須となる項目を設けた。（次ページ

参考）

【スクリーニング基準】
• 選定に際し、最低限クリアしていただきたい基準を設け、スク

リーニングを行った。（次ページ参考）

 応募から審査までの選定プロセスについては、以下の通りに設計した。
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 スクリーニング要件を設計、回答必須項目と合わせて共通調査票の設問とした。

（参考）スクリーニング要件の整理



募集要領の作成
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 前述の調査方法を取りまとめ、募集要領を作成した。

令和5年度「なでしこ銘柄」募集要領



FAQリストの作成
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 昨年度多かった問い合わせ内容、本年度変更となった事項についてを中心にFAQリストを作成した。

令和5年度「なでしこ銘柄」募集FAQリスト



選定までのスケジュール
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 調査回答の応募受付から選定発表までは以下のスケジュールで実施した。
 応募期間において各企業からの問い合わせの対応を実施した。



応募結果
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 令和5年度は288社の企業（うち、なでしこ銘柄応募企業:230社）より応募があった。それぞれの業種別・応募
種類別の応募数は以下の表の通り。

18業種 応募数
「なでしこ銘柄」・「Nextなでし

こ 共働き・共育て支援企業」両方
「なでしこ銘柄」のみ

「Nextなでしこ 共働き・

共育て支援企業」のみ
応募しない

エネルギー資源 6社 6社 0社 0社 0社

サービスその他 25社 21社 0社 3社 1社

医薬品 9社 6社 0社 2社 1社

運輸・物流 12社 11社 0社 1社 0社

機械 9社 7社 0社 2社 0社

金融（除く銀行） 20社 15社 1社 2社 2社

銀行 17社 15社 0社 1社 1社

建設・資材 23社 16社 0社 6社 1社

自動車・輸送機 10社 7社 0社 1社 2社

商社・卸売 15社 12社 0社 3社 0社

小売 18社 11社 3社 3社 1社

情報通信 36社 28社 1社 6社 1社

食品 17社 15社 0社 2社 0社

素材・化学 26社 20社 0社 6社 0社

鉄鋼・非鉄 11社 10社 0社 1社 0社

電機・精密 22社 14社 2社 6社 0社

電気・ガス 3社 2社 0社 1社 0社

不動産 9社 7社 0社 2社 0社

計 288社 223社 7社 48社 10社



選定企業の確定
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注１ 「準なでしこ」は、過去の女性活躍度調査において、全体順位上位15％以上のスコアを基準として、「なでしこ銘柄」として選定されなかった企業から業
種を問わず選定したものである。令和４年度及び令和５年度は「準なでしこ」を選定していない。
注２ 株式会社LIXILはH30年度までLIXILグループとして選定。

 令和５年度「なでしこ銘柄」として、27社を選定した。選定された企業は以下のとおり。



選定企業の確定
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注１ 「準なでしこ」は、過去の女性活躍度調査において、全体順位上位15％以上のスコアを基準として、「なでしこ銘柄」として選定されなかった企業から業
種を問わず選定したものである。令和４年度及び令和５年度は「準なでしこ」を選定していない。



選定企業の確定
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 令和５年度「Nextなでしこ 共働き・共育て支援企業」として、16 社を選定した。選定された企業は以下のとおり。



選定発表会の実施

28

 選定企業の公表に合わせて、東証ホールにて令和５年度「なでしこ銘柄」・「Nextなでしこ 共働き・共育て支援
企業」の選定発表会を実施した。

 発表会には選定企業の役員クラス41名が参加した。

令和5年度「なでしこ銘柄」「Nextなでしこ 共働き・共育て支援企業」
発表会式次第

令和6年3月21日（木）
15:00～16:20 東証ホール

１．記念撮影
２．経済産業省挨拶
（経済産業省齋藤経済産業大臣）

３．なでしこ銘柄選定企業選定証授与
４．Nextなでしこ 共働き・共育て支援企業選定証授与
５．選定企業発表
６．選定企業よりひとこと
７．総評
（「なでしこ銘柄」選定基準等検討委員会 佐藤委員⾧）

８．基調講演
（「なでしこ銘柄」選定基準等検討委員会 古布委員)

９．東京証券取引所挨拶
（東京証券取引所 ⾧谷川執行役員)

10．閉会

▲なでしこ銘柄選定企業 記念撮影

▲Nextなでしこ 共働き・共育て支援企業 記念撮影



3. 公表資料の作成

29



「なでしこ銘柄」レポートの作成
 令和５年度事業結果を取りまとめた「なでしこ銘柄」レポートを作成した。
 経済産業省HPにて掲載:

https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/diversity/r5nadeshikoreport.pdf

令和5年度「なでしこ銘柄」レポート

https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/diversity/r5nadeshikoreport.pdf


選定企業へのフィードバック（なでしこレポートの作成等）

令和5年度「なでしこ銘柄」レポート（抜粋）

31



「なでしこ銘柄」選定企業事例集の作成

32

 「なでしこ銘柄」選定企業の「なでしこ銘柄調査票」を取りまとめ、令和5年度「なでしこ銘柄」選定企業事例集を
作成した。

 経済産業省HPにて掲載:
https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/diversity/r5nadeshikojirei.pdf

令和5年度「なでしこ銘柄」選定企業事例集

https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/diversity/r5nadeshikojirei.pdf


「Nextなでしこ 共働き・共育て支援企業」選定企業事例集の作成

33

 「Nextなでしこ 共働き・共育て支援企業」選定企業から各社の取組みと成果を取りまとめた情報を収集し、令和
5年度「Nextなでしこ 共働き・共育て支援企業」事例集を作成した。

 経済産業省HPにて掲載:
https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/diversity/r5tomotomojirei.pdf

令和5年度「 Nextなでしこ 共働き・共育て支援企業」事例集

https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/diversity/r5tomotomojirei.pdf


定量データ一覧

34

 女性活躍度調査回答データ（P13～P16における結果公表項目）を「定量データ 覧」として作成した。
※情報公開を希望しない企業の情報を除く。

 経済産業省HPにて掲載（Excelファイルをダウンロード）:
https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/diversity/nadeshiko.html

令和5年度 なでしこ銘柄 回答企業定量データ一覧

https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/diversity/nadeshiko.html


ロゴマークの交付

35

 選定企業にロゴマークの交付を行った。

令和5年度「なでしこ銘柄」「Nextなでしこ 共働き・共育て支援企業」ロゴマーク



英語レポートの作成

36

 なでしこレポートの 部抜粋版を英語にて作成した。
 経済産業省HPにて掲載:

https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/diversity/R5nadeshikoreport_english.pdf
https://www.meti.go.jp/english/policy/economy/human resources/index.html

令和5年度「なでしこ」レポート英語版

https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/diversity/R5nadeshikoreport_english.pdf
https://www.meti.go.jp/english/policy/economy/human_resources/index.html


4.令和5年度「なでしこ銘柄」選定・普及事業のまとめ

37



エネル

ギー資

源

サービ

スその

他

医薬品
運輸・

物流
機械

金融

（除く

銀行）

銀行
建設・

資材

自動

車・輸

送機

商社・

卸売
小売

情報通

信
食品

素材・

化学

鉄鋼・

非鉄

電機・

精密

電気・

ガス
不動産

単位 6 25 9 12 9 20 17 23 10 15 18 36 17 26 11 22 3 9

％ 14.5 17.4 18.8 15.0 12.6 11.9 10.3 15.1 15.1 17.9 20.9 16.3 16.0 16.9 11.4 16.1 14.0 14.9

％ 14.7 17.8 16.5 16.5 12.5 14.1 12.8 16.6 14.2 18.6 21.4 16.6 14.1 16.6 12.0 17.2 14.1 13.7

％ 0.9 12.8 11.9 8.3 3.5 2.8 4.8 1.6 0.0 0.5 9.7 6.7 3.2 5.8 0.0 2.1 0.0 3.6

％ 5.3 10.3 9.4 14.7 5.8 7.3 6.4 2.4 0.5 3.0 10.5 8.0 8.0 7.2 2.3 9.7 5.1 10.1

％ 5.1 28.8 13.2 13.4 5.3 20.8 17.7 4.5 2.6 7.1 15.8 11.0 9.7 12.7 2.7 7.5 5.6 12.9

％ 11.6 41.7 24.2 25.3 8.3 46.9 48.5 15.6 7.5 23.6 32.2 22.8 19.1 21.3 6.9 13.6 15.8 22.3

％ 22.4 52.5 38.9 30.0 21.3 43.2 48.5 22.1 19.0 37.1 49.7 33.3 34.9 33.9 18.3 26.5 26.3 36.5

％ 15.1 46.4 29.5 29.7 15.8 44.5 45.8 17.0 12.1 27.0 38.2 26.9 25.8 28.8 11.3 22.3 16.2 27.5

％ 94.3 87.5 124.1 96.1 69.0 62.2 52.0 118.2 85.7 32.5 106.8 98.7 73.2 102.3 91.6 115.4 114.0 43.0

％ 41.5 47.0 110.0 27.8 0.0 40.6 95.5 92.8 0.0 159.5 167.5 169.3 40.8 153.0 0.0 71.2 236.6 92.5

％ 71.9 76.3 75.0 68.6 74.0 64.8 59.5 65.7 75.9 62.1 74.8 72.0 71.8 71.6 70.5 70.5 75.4 58.1

各業種の応募数

スコアリング項目

4
．
役
員
等
の
状

況

（1）女性役員比率

（2）女性取締役比率

（3）女性社内取締比率

（4）女性執行役員比率

5
．
女
性
活
躍
の
状
況

（1）女性管理職比率

（2）女性係⾧相当職数比率

（3）女性正社員採用比率

（4）女性正社員比率

（5－3）係⾧相当職のうち、課⾧
相当職に昇進した男女差異
（5－6）管理職のうち、執行役員
に昇進した男女差異
5.8.1 正規雇用の男女の賃金の差
異

令和５年度応募企業のデータ（平均）

38

 今年度の応募企業データの取りまとめ、特徴は以下のとおり。
 共通調査票①キャリア形成支援の推進状況に関する項目のデータ

回答企業の業種別の平均値の比較表は下記。※本表の数値は全回答企業288社のデータから算出。

※ 男性を100%とした場合女性の数字
※※ 定量調査票の自動計算によってエラーになった数字は統計対象外

＜回答企業の業種別の平均値（スコアリング項目のみ） ①【キャリア形成支援の推進状況に関する項目】＞

※

黄色網掛け:最大値、灰色網掛け:最小値

※※

※※

※

※



エネル

ギー資

源

サービ

スその

他

医薬品
運輸・

物流
機械

金融

（除く

銀行）

銀行
建設・

資材

自動

車・輸

送機

商社・

卸売
小売

情報通

信
食品

素材・

化学

鉄鋼・

非鉄

電機・

精密

電気・

ガス
不動産

単位 6 25 9 12 9 20 17 23 10 15 18 36 17 26 11 22 3 9

時間 16.9 15.9 10.4 17.0 21.3 14.2 12.6 18.3 16.0 14.2 13.8 17.6 11.5 11.8 14.9 13.3 6.3 12.5

％ 73.1 71.3 70.8 76.2 86.5 72.9 73.9 64.2 85.7 68.1 59.3 73.3 68.9 77.1 78.5 73.1 88.9 66.6

％ 99.8 93.8 98.9 88.6 99.1 88.1 96.6 97.2 99.6 96.8 97.2 97.1 98.0 99.0 89.0 93.2 100.0 96.1

％ 78.8 54.3 79.1 66.0 68.0 80.0 104.4 75.4 61.0 61.6 49.8 71.6 60.2 74.3 78.4 53.2 89.1 68.6

日 43.3 43.3 21.0 42.1 26.7 14.7 11.7 21.5 40.0 26.2 49.5 69.4 28.9 24.4 27.9 37.0 24.6 30.6

％ 86.4 81.4 83.8 75.5 82.5 92.1 79.5 80.3 84.5 79.3 67.2 81.6 76.4 83.8 80.3 85.0 94.6 74.5

各業種の応募数

スコアリング項目

(1)正社員の平均勤続年数の男女
差異

7
．
共
働
き
・
共
育
て
（

両

立
支
援
）

の
実
施
状
況

7.1正社員の一か月あたりの平均法
定外労働時間

7.4正社員の年次有給休暇取得率

7.5女性正社員の育児休業等から
の復帰率

7.6男性正社員の育児休業取得率

7.7男性正社員の育児休業の平均
取得日数

令和５年度応募企業のデータ（平均）
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 共通調査票②共働き・共育て（両立支援）の推進状況に関するデータ
回答企業の業種別の平均値の比較表は下記。※本表の数値は全回答企業288社のデータから算出。

※ 男性を100%とした場合女性の数字
※※ 定量調査票の自動計算によってエラーになった数字は統計対象外

＜回答企業の業種別の平均値（スコアリング項目のみ）②【共働き・共育て（両立支援）の推進状況に関する項目】＞

黄色網掛け:最大値（7.1は最小値） 、灰色網掛け:最小値(7.1は最大値）

※※

※



令和５年度応募企業のデータ（平均）
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 共通調査票③経営戦略と紐付いた共働き・共育て（両立支援）に向けた取組みの数
回答企業の業種別の平均値の比較表は下記。※本表の数値は全回答企業288社のデータから算出。

＜スコアリング項目における回答企業の業種別の平均値③【経営戦略と紐付いた共働き・共育て（両立支援）に向けた取組み】＞

黄色網掛け:最大値、灰色網掛け:最小値

エネル

ギー資

源

サービ

スその

他

医薬品
運輸・

物流
機械

金融

（除く

銀行）

銀行
建設・

資材

自動

車・輸

送機

商社・

卸売
小売

情報通

信
食品

素材・

化学

鉄鋼・

非鉄

電機・

精密

電気・

ガス
不動産

単位 6 25 9 12 9 20 17 23 10 15 18 36 17 26 11 22 3 9

チェック数8
個中

5.0 4.2 5.0 4.5 4.0 4.6 4.9 4.1 4.9 3.4 3.6 4.7 4.2 4.0 3.8 5.0 6.0 4.6

チェック数5
個中

2.7 2.8 3.4 3.3 2.7 3.4 3.4 3.4 3.1 3.2 2.3 3.3 3.7 3.0 2.5 3.3 3.7 3.6

チェック数9
個中

4.0 3.7 5.0 4.2 5.0 4.9 5.1 5.6 5.4 3.9 3.8 4.3 4.5 4.7 4.1 5.4 5.3 4.7

8.2 全ての従業員の自律的なキャリア形成支援
チェック数9
個中

7.2 5.9 6.7 6.6 5.9 6.6 7.2 5.7 6.7 5.5 6.0 5.4 6.7 6.4 5.4 6.5 7.3 5.8

チェック数8
個中

5.7 4.8 5.1 5.3 5.1 5.1 5.7 4.8 5.8 5.1 4.3 4.5 5.8 5.4 5.1 5.6 7.0 4.7

チェック数5
個中

3.3 2.7 3.4 2.8 2.7 3.1 3.4 3.6 3.5 3.0 2.6 2.8 3.5 3.2 3.0 3.4 4.3 3.0

チェック数5
個中

4.3 3.2 3.6 3.8 3.0 3.5 3.5 3.1 3.7 3.2 3.3 3.4 4.0 3.8 3.5 4.0 4.7 3.7

チェック数6
個中

3.8 3.7 3.6 3.5 3.9 3.7 4.1 4.1 4.4 3.5 3.8 3.8 4.5 4.0 3.4 4.0 4.3 3.9

チェック数6
個中

4.7 2.8 3.1 2.7 3.4 3.0 4.3 3.4 3.1 3.0 3.1 2.6 4.1 3.5 2.8 4.0 3.3 3.2

各業種の応募数

スコアリング項目

9.1 全ての従業員のエンゲージメント

9.2 共働き・共育てを可能にする全ての従業員の
働きやすさ
9.3 共働き・共育てを可能にする全ての従業員の
自律的なキャリア

8
.
1
 

全
て

の
従
業
員
が
働

き
や
す
い
制
度

育児・介護以外でも理由を問わず従業員
の希望に応じて働く時間を選べる制度

育児・介護以外でも理由を問わず従業員
の希望に応じて働く場所を選べる制度

働く時間を削減するための制度・取組を実
施

8.3 共働き・共育ての実現に向けた支援

8.4 意識改革・風土醸成



令和５年度応募企業のデータ（平均）からの示唆①
前ページまでの業種別平均値から、下記のような傾向が見られた。

 「女性取締役比率」と「女性役員比率」の業種平均が10%台から20%台であるのに対して、
「女性社内取締役比率」は、「サービスその他」（12.8%）と「医薬品」（11.9%）以外の業
種は10%以下であることから、女性取締役比率は「社外」取締役により押し上げられている可
能性があり、社内のパイプライン構築が課題であることが推察される。

 ほとんど全ての業種で、「女性正社員比率」に比べ「女性正社員採用比率」が高いことから、
女性をはじめとする多様な人材の確保に向け、積極的に女性社員の採用に取り組む企業が多い
と推察される。

 全ての業種において正規雇用の男女賃金差異が見られる。全体の女性係⾧相当職数比率
（24.5％）、女性管理職比率(12.3%)等、職階が上がるにつれて女性の比率が下がることが
影響していると推察される。

 「サービスその他」の業種では、「女性社内取締役比率」、「女性管理職比率」、「女性正社
員採用比率」、「女性正社員比率」、「正規雇用の男女の賃金差異」5つの項目において、全業
種の中で最も平均値が高い数値となった。正社員採用から役員登用まで、各職階における女性
の昇進パイプラインの構築について工夫をしていることが推察される。

※いずれも女性活躍度調査回答企業における業種別の傾向であり、当該業種全体の状況を表すものではない。
41



令和５年度応募企業のデータ（平均）からの示唆②

前ページまでの業種別平均値から、下記のような傾向が見られた。
 男性育児休業率は平均69.2%であり、令和5年3月期決算の有価証券報告書で「男性の育児休

業取得率」を記載した1,522社の平均取得率52.2％を上回っている（※※）。 これらはいずれ
も「こども未来戦略方針」で示された、男性の育児休業取得率の2025年の政府目標である
50％を上回る結果となった。ただし、男性育児休業平均取得日数はまだ全体平均34.9日に留
まっていることから、男性の育児参加促進には今後も引き続きサポート体制や風土醸成など関
連する取組みが求められていると推察される。（参考:女性の育児休業の取得期間は、6ヶ月以
上が95％を超える。（※※※））

※※ 東京商工リサーチ社調べ。"https://www.tsr-net.co.jp/data/detail/1197980 1527.html" （2024年3月17日アクセス）
※※※令和３年度厚生労働省「雇用均等基本調査」より

42

https://www.tsr-net.co.jp/data/detail/1197980_1527.html


令和５年度応募企業のデータ（昨年度との比較）

43

令和５年度と令和４年度で共通の調査項目について、それぞれの全回答企業の平均値を比較した。
 令和5年度の回答企業は、令和4年度の回答企業より、意思決定層・管理層の女性比率が高くなった。多くの

企業が、女性の採用から登用までの一貫したキャリア形成支援に、より力を入れていると見られる。
 令和4年度・令和5年度の回答企業ともに、内閣府男女共同参画局が令和5年５月に公表したプライム市場の

企業における役員、執行役員の比率に比べて高い値となっており、回答企業は意思決定層への女性の登用を
積極的に進めている様子がうかがえる。

＜令和５年度・４年度共通回答項目における全回答企業の平均値※＞

※「全回答企業」については、定量調査票の自動計算によってエラーになった数値は統計対象外
※※ 男性を100%とした場合の女性の数値



令和５年度応募企業の女性活躍の状況（女性管理職比率）

44

「5期間の女性管理職比率の変化率」「10期間の女性管理職比率の変化率」の２項目では、 5期前ないし、10期
前の女性管理職比率を1とした場合の直近年度の女性管理職比率を算出しており、以前の管理職比率と同様の場
合は１と計算される。直近の比率が以前より高い場合、1を越える数字になる。全回答企業の分布は下記の通り。

 「 5期間の女性管理職比率の変化率」（ ※ ）については、回答企業の約9割は女性管理職が5年前より増
加（変化率が「１以上」）している。そのうち、変化率が「1以上2未満」の企業が69.1%を占め、最も
多くなっている。また、変化率が5年前の倍以上になった企業（変化率が「2以上」）は合計20.2%を
占めており、企業における女性のパイプライン構築が進んでいると見られる。

 「 10期間の女性管理職比率の変化率」 （ ※ ）については、10年前の倍以上になった企業（変化率が
「2以上」）は合計56.6％となっており、５期間と比較しても変化率が大きくなっている。女性管理職
比率が10倍以上増加した企業も4.5％ある。⾧期的な視点から見ても、女性管理職比率の上昇が計画的
に進められていることが分かる。

※ 5期前ないし、10期前を1とした場合の女性管理職比率を1とした場合の直近年度の女性管理職比率

※ 5期前ないし、10期前を1とした場合の女性管理職比率を1とした場合の直近年度の女性管理職比率
※※ 定量調査票の自動計算によってエラーになった数字は「その他」として集計



令和５年度応募企業の女性活躍の状況（昇進差異）

45

「係⾧相当職のうち、課⾧相当職に昇進した比率の男女差異」「管理職のうち、執行役員に昇進した比率の男女
差異」の２項目では、男性の昇進比率を100%とした場合の女性の数字を計算している。男女の昇進比率が同様
の場合、100%と計算される。女性の昇進比率が男性より高い場合、100%を越える数字になる。全回答企業の
分布は下記の通り。

 「係⾧相当職のうち、課⾧相当職に昇進した男女差異」（ ※ ）について、回答企業のうち、「50％以上
100％未満」の企業は26.7%を占め、最も多くなっている。一方、100%以上の回答も合計30.2%を占
め、女性の昇進比率は未だ男性より低い企業が多い傾向がありながら、そうでない企業の割合も一定数
を占めることが分かる。

 「管理職のうち、執行役員に昇進した男女差異」 （ ※ ）について、全体の52.4%の企業が０％（昇進
した男性は存在するが女性は一人もいない）である一方、女性が男性以上になる（100％以上）企業も
合計16.7%を占めている。母数が少ない中で、男性以上の割合で積極的に女性を執行役員に登用することの
ハードルもありつつ、こういったハードルを乗り越えている企業も一定数存在することが分かる。

※男性を100%とした場合の女性の数字

※ 男性を100%とした場合の女性の数字
※※ 定量調査票の自動計算によってエラーになった数字は「その他」として集計



令和５年度応募企業の女性活躍の状況（男女間賃金格差）

46

今年度新しく加わった項目のうち、「正規雇用の男女の賃金の差異」「非正規雇用の男女の賃金の差異」の２項
目では、男性の賃金を100%とした場合の女性の賃金の割合を計算している。男女の賃金が同様の場合、100%
と計算される。女性の賃金が男性より高い場合、100%を越える数字になる。全回答企業の分布は下記の通り。

 「正規雇用の男女の賃金の差異」（ ※ ）については、回答企業のうち、「50％より多く75％以下」の企
業は59.4%を占め、最も多くなっている。次いで「75%より多く100%以下」の企業は36.5%を占め
ている。他方で、正規雇用の女性賃金が男性より高い企業は1社もなかった。女性のパイプライン構築
に課題があり、役職層における女性の割合が少ないことが要因と考えられる。

 「非正規雇用の男女の賃金の差異」 （ ※ ）については、回答企業のうち、「50％より多く75％以
下」の企業が45.5%、「75%より多く100%以下」の企業が27.8%を占め、正規雇用と同じく最も多
くなっている。

※男性を100%とした場合の女性の数字

※ 男性を100%とした場合の女性の数字



令和５年度応募企業の記述回答からの気づき

47

 女性活躍推進の位置づけ
 女性活躍という視点だけでなく、ダイバーシティ経営の中の女性活躍という意識が必要

である。
 女性活躍推進をダイバーシティ＆インクルージョン（D&I）から、ダイバーシティ・エク

イティ・インクルージョン（DE＆I）の文脈で捉えている企業が増えてきている。ただし、
「エクイティ」をどのように意識しているか、具体的にどのように取り組んでいるかは
多くの会社にとっては試行錯誤の段階であり、今後の取組みが期待される。

 戦略や企業価値向上との結びつき
 経営トップのメッセージや、女性活躍推進と企業価値向上との結びつきは全体的に抽象

的であったため、評価に差がつく要因となった。
 企業の統合報告書や中期計画においても、戦略や企業価値向上との結びつきについて触

れた企業が増えているが、説得力のある記載は難しい。各企業で経営上重視している事
項と女性活躍との繋がりについて記載することや、その具体的な事例を示せばより説得
力のある記載になるのではないか。

 取組みやその成果
 女性社員のみに対する子育て支援ではなく、男性も含めて共働き・共育てのサポートを

することが重要である。
 KPI設定において、単に最終目標を掲げるのではなく、そこに至るための中間目標をどう

設定しているかに各社の個性が表れる。その中間指標の設定の仕方で、各社の工夫や、
どういったストーリーで目標達成を目指しているのかについて、説得力に差が出る。



令和5年度「なでしこ銘柄」選定企業の特徴 （データ）

8

 「採用から登用までの一貫したキャリア
形成支援」と「共働き・共育てを可能に
する男女問わない両立支援」を両輪で進
め、企業価値向上につながる女性活躍を
推進している企業が、なでしこ銘柄とし
て選定された。

※ 男性を100%とした場合の女性の数字
※※平均値が小さいほどスコアリングは高く評価される



「なでしこ銘柄」選定企業は意思決定層の女性比率が、その他の回答企業より概ね高いという特徴がある。
 女性取締役比率:20%より多い企業は、 「なでしこ銘柄」選定企業は過半数を占めているのに対し、その他回

答企業では約25％にとどまっている。
 女性社内取締役比率:0%である企業は、「なでしこ銘柄」選定企業では40.7%と比較的少なくなっているの

に対し、その他回答企業では76.2%となっている。

令和５年度「なでしこ銘柄」選定企業の特徴(意思決定層の女性比率)

49



「なでしこ銘柄」選定企業は意思決定層の女性比率が、その他の回答企業より概ね高いという特徴がある。
 女性役員比率:20％より多い企業は、「なでしこ銘柄」選定企業は過半数を占めるのに対して、その他回答企

業では約23％にとどまっている。
 女性執行役員比率:0%である企業は、 「なでしこ銘柄」選定企業では1社も存在しないのに対して、その他回

答企業では39.8%となっている。ただし、「なでしこ銘柄」選定企業でも「0％より多く10%以下」にとどま
る企業が63%と多数を占め、意思決定層の女性比率を向上させるための更なる取組みの推進が期待される。

令和5年度「なでしこ銘柄」選定企業の特徴(意思決定層の女性比率)

50



令和5年度「なでしこ銘柄」選定企業の特徴（記述回答より）
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記述回答において記載のあった、「なでしこ銘柄」選定企業各社が特に重視している女性活躍推進の指標の傾向
（※）については以下の特徴がある。

 「管理職と管理職手前の職員の女性比率向上」を回答した企業が81.5%を占め、最も多くなっている。
「意思決定層の女性比率向上」「採用・全社の女性比率向上」との回答も多く、意思決定層の女性比率
向上につながるパイプラインの強化を意識している企業が多いことが読み取れる。

 「男性育休取得促進」を回答した企業が70.4％を占め、全体で2番目に多くなっている。企業の両立支
援について、家事やライフイベント（出産・育児等）と仕事の両立の負担が女性に偏らないようにする
ため、制度の利用者が女性に偏らないようにする意識が高まっていることが分かる。

 その他の回答としては、「社外派遣型研修の女性参加率」や「高度な専門性を持つ人材の育成」など企
業独自の状況に合わせて設定した独自の指標もあった。

※ なでしこ銘柄調査票項目である、「各社で特に重視している女性活躍推進の指標（3つまで）」を項目ごとに分類した結果



令和5年度「なでしこ銘柄」選定企業の業績パフォーマンス

52

令和５年度「なでしこ銘柄」選定企業27社群における株価指数平均とTOPIXの比較（※）
 令和５年度「なでしこ銘柄」の選定企業27社について、株価指数を試算した。データの範囲は平成26

年2月から令和6年2月までの10年間を対象とし、月次の終値（調整後）に基づいている。平成25年2月
の終値（調整後）を100としたときの推移をTOPIXと比較した。

 平成29年頃から「なでしこ銘柄」選定企業の方が株価指数が高い傾向がみられ、コロナウイルス感染拡
大の影響を受けた後も「なでしこ銘柄」選定企業の回復力がうかがえる。

（※）経済情報プラットフォーム「SPEEDA」より銘柄別の月次の株価終値及びTOPIXの月次の株価指数を抽出し、作成。



令和5年度「なでしこ銘柄」選定企業の業績パフォーマンス

53

令和５年度「なでしこ銘柄」選定企業27社群の売上高営業利益率と配当利回りを東証プライム銘柄の平
均値と比較したもの（※）

 令和4年度通期の売上高営業利益率（営業マージン）は「なでしこ銘柄」が市場の平均値を3.2%ポイント上
回っている。

 令和4年度通期の配当利回りについても、「なでしこ銘柄」はプライム市場平均と比較して2.5％ポイント上
回る結果となった。

（※）「なでしこ銘柄」平均は経済情報プラットフォーム「SPEEDA」より該当指標に関して2022年度（2022年4月から2023年3月
にかけて）の通期データを抽出し、作成。
プライム市場の該当するデータは、東京証券取引所が公表している「2022年度（2022年４月期～2023 年３月期）決算短信 集計
【連結】《プライム》」及び「株式平均利回り」より2022年度通期での「単純平均利回り」の平均値を算出し使用。



「Nextなでしこ共働き・共育て支援企業」選定企業の特徴（データ）
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 「Nextなでしこ共働き・共育て支援企
業」選定企業のデータとしての特徴は
以下の通り。

 ②「共働き・共育て（両立支援）の推
進状況に関する項目」や「 ③経営戦略
と紐付いた共働き・共育て（両立支
援）に向けた取組」の平均値が高く、
共働き・共育てを可能にする男女問わ
ない両立支援が特に優れた企業を
「Nextなでしこ 共働き・共育て支援
企業」として選定した。

※なお、③は設置されている制度や
取組みの数の平均であるため、各制
度・取組みが形骸化していないか等
各社での運用に対するモニタリング
も重要である点には留意。

＜「Nextなでしこ 共働き・共育て支援企業」選定企業と全回答企業の平均値の比較＞

※ 男性を100%とした場合の女性の数字
※※平均値が小さいほどスコアリングは高く評価される



「Nextなでしこ共働き・共育て支援企業」選定企業の特徴①

55

 「Nextなでしこ共働き・共育て支援企業」選定企業の特徴は以下の通り。
 働く時間を選べる制度について、 「Nextなでしこ共働き・共育て支援企業」は「中抜け制度」や「理由問わ

ずの短期間勤務制度」の実施がその他の回答企業より特に多くなっている。
 「Nextなでしこ共働き・共育て支援企業」選定企業は、一般的に実施されている働く時間を選べる制度以外

に、「その他」を選択し取組みを記載した企業が5割以上であり、独自の内容を含め、積極的な取組みが行わ
れている。

赤枠:30ポイント以上の差異がある項目
（詳細な選択肢内容については、令和５年度調査票参考）

その他回答内容（抜粋）
• 育児・介護以外でも適用できる短縮

勤務制度
• 小学校3年生までの子を養育する場

合に利用できる1日2時間までの時間
休制度

a.フレックスタイム制度
b.時差勤務制度

c.時間単位で有給を取得出来る制度

d.一部の時間帯だけ休暇取得ができる中抜け制度

e.短日数勤務制度
f.短時間勤務制度
g.所定外労働・法定外労働を制限する制度
h.その他（記述必須）



「Nextなでしこ共働き・共育て支援企業」選定企業の特徴②
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 「Nextなでしこ共働き・共育て支援企業」選定企業は、一般的に実施されている働く場所を選べる制度以外に、
「その他」を選択し取組を記載した企業が5割以上であり、独自の取組を含め、積極的な取組みが行われている。

 前ページおよび上記の内容より、 「Nextなでしこ共働き・共育て支援企業」選定企業は、経営戦略と紐付いた共
働き・共育て（両立支援）に向け、全ての従業員が働きやすい取組の充実に工夫していることが分かる。

赤枠:30ポイント以上の差異がある項目
（詳細な選択肢内容については、令和５年度調査票参考）

その他回答内容（抜粋）
• 配偶者の海外赴任に伴う同行休職中

の従業員に対する自社海外グループ
企業に就労可能とする制度

• 働く場所の希望についても申告でき
る制度

a.自宅での勤務を認める在宅勤務制度
b.テレワーク制度
c.在宅勤務のための設備提供・経済的補助

d.転勤エリアの限定、勤務地限定制度の導
入

e.その他（記述必須）



「Nextなでしこ共働き・共育て支援企業」選定企業の特徴③

57

 働く時間を削減するための制度・取組に関して、「Nextなでしこ共働き・共育て支援企業」選定企業においては、
ノー残業デーや有休取得の目標設定に加えて、賃金体系・人事評価・全社向けの研修など先進的な取組について、
その他の回答企業と比較して高い割合で実施している。

 特に⾧時間労働の改善を目的とした管理職のマネジメント研修は、 全ての「Nextなでしこ共働き・共育て支援
企業」において実施されている。

 また、 「Nextなでしこ共働き・共育て支援企業」選定企業は「その他」を選択した企業が多く、選択肢にない
独自の取組みを積極的に実施している。 赤枠:30ポイント以上の差異がある項目

（詳細な選択肢内容については 令和５年度調査票参考）



「Nextなでしこ共働き・共育て支援企業」選定企業の特徴④

58

 職場の意識改革・風土醸成に関して、「Nextなでしこ共働き・共育て支援企業」選定企業におい
ては、職場の意識改革・風土醸成に関して選択肢として示した4つの取組をいずれも実施している。

 「Nextなでしこ共働き・共育て支援企業」選定企業においては、「その他」を選択した企業が多
く、選択肢にない独自の取組みを積極的に実施している。

赤枠:30ポイント以上の差異がある項目
（詳細な選択肢内容については、令和５年度調査票参考）

その他回答内容（抜粋）
• 営業成績や収益以外の以外の「人材育成」「働

きやすい職場環境づくり」も評価対象とした
「支店健全経営ランキング」の導入。

• DE&Iの社内推進の啓発活動。活動に賛同する
役員がスポンサーとしてもサポート。

a. 「多様な人が活躍しやすい職場であること」の
重要性・意義への理解を促進する研修

b. アンコンシャス・バイアスに関する研修
c. 全従業員を対象とした、育児・介護等に関する

社内制度への理解を促進する研修
d. 従業員の働き方やキャリア形成に関する意識・

意見等を把握する仕組みの実施（1on1の実施
等）

e. その他（記述必須）



次年度に向けた課題整理・検討事項
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 本年度事業実施を通して、委員からの指摘等も踏まえ、次年度以降対応を検討できる課題と対策に関する考察は以
下の通り。



5.女性リーダー育成研修事業（WIL)
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WILの実施事業の背景と実施内容

61

【背景】
取締役をはじめとする指導的地位に占める女性の割合向上のため、経済産業省では、民間企業の部⾧級を中心
とした管理職女性を対象にした女性リーダー研修「Women’s Initiative for Leadership、略称:WIL」を平成
27年より実施し、「政府関係者・企業経営者等による勉強会」「グループ別政策研究（※）」を通して経営者
に必要な知見の習得・人的ネットワーク構築の機会を提供してきた。経済産業省と相談しつつ、研修の実施、
効果の分析を行った。
※グループ別政策研究とは:グループごとにテーマに沿った政策議論を行い、提言を取りまとめる。親元経営者やメンターを前にプレゼ
ンを実施し、評価を行う。

【実施内容】
 5回の勉強会及び１回の特別講演の実施・補助
 成果報告会の実施・補助

＜WIL勉強会、特別講演及び成果報告会一覧＞



WILの実施事業の背景と実施内容
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＜WIL勉強会、特別講演及び成果報告会一覧（前頁の続き）＞



WIL参加企業
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ＢＩＰＲＯＧＹ、セイコーエプソン、神戸製鋼所、旭化成エレクトロニクス、丸井グ
ループ、三井住友海上火災保険、ペンシル、明治安田生命保険相互会社、つくばi-
Laboratory有限責任事業組合、JFEスチール、⾧谷工コーポレーション、ちばぎんハー
トフル、東急、東映アニメーション、ルネサンス、山科精器、マツダ、竹中工務店、
ＤＩＣ、セコマ、九州旅客鉄道、百十四銀行、生方製作所、イケア・ジャパン、日新、
エスケイワード、富士電機、出光興産、あじかん 他計30社

 製造業、金融業など、幅広い業種・規模の企業（大企業／中小企業）が参加。今年度は、中小企業
５社を含む30社が参加。

【参加企業（順不同）】



WIL講演内容
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＜講師及び講演内容＞

 5回の勉強会及び１回の特別講演にて、計６名の講師による講演を実施。



政策研究発表会・修了式の実施
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 勉強会やグループ別の政策研究の場として、成果報告会・修了式を開催した。
 日時 :令和6年2月8日（木）13:00～16:00
 場所 :経済産業省 本館17階 第1・2・3共用会議室
 参加者:WIL第8期受講生、所属企業人事・役員等、WIL卒業生、審査委員、経済産業省

▲集合写真
＜各グループの政策研究発表タイトル（※太字:最優秀提言賞）＞＜審査委員（※太字:審査委員⾧）＞

【成果報告会の内容】
 日本経団連会⾧の立場という設定で、各グループが政策

提言を発表。
 以下4名の審査委員による審査が行われ、「新しい健康

社会の実現」をテーマとしたCグループが最優秀提言賞
を受賞。



WIL8期プログラムについての効果分析
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 WIL8期プログラムについての受講者アンケートの結果を以下のとおり分析。
1. 受講者の満足度について

 WIL8期プログラムの満足度について、受講生全体（30名）のうち約8割がWILプログラムに「非常に満足している」または
「満足している」。

 今後更に満足度を向上させるためには、アンケートの内容踏まえ、各回のグループ別政策研究の時間をより⾧く設けることや、
前広な日程調整・連絡等を検討すること等も一案である。

2. 受講者の経営層に必要な幅広い知見・視座獲得について
 経営層に必要な幅広い知見・視座獲得について、受講生全体（30名）の約7割が経営層に必要な幅広い知見・視座獲得を「非常

に達席できた」または「達成できた」と回答した。
 一方で、政府の話や施策に関する講義を望む回答もあり、今後勉強会の内容検討にあたり、政府の施策や施策立案のあり方に関

する内容を盛り込むこと等も一案である。
3. 受講者の社外の人材とのネットワーク構築について

 社外の人材とのネットワーク構築について、受講生全体（30名）のうち約8割が社外の人材とのネットワークを「非常に構築で
きた」または「構築できた」とした。

 ネットワーク構築についてのポジティブな意見が多数寄せられた。グループワークを通じて得たネットワークを継続していきた
いという意見や、他グループとの交流もあると良いという意見があった。

 今後更にネットワーク構築を促進するためには、グループ同士の交流機会を増やすことも一案である。
4. 受講者の昇進への意欲向上について

 昇進への意欲向上について、受講生全体のうち約半数が昇進への意欲が「非常に向上した」または「やや向上した」と回答。
 更なる昇進意欲向上のため、研修を受講する中で何が昇進意欲の向上につながったかの分析を深め、研修内容のブラッシュアッ

プを行う。



https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/diversity/nadeshiko.html































